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和歌山県物品の購入、役務の提供等の契約に係る 

競争入札参加資格審査申請の手引き 

【電子申請版】 

（有効期間：令和９年１月１日から令和１１年１２月３１日まで） 

 

受付期間                                                    

令和８年１０月１日（木）から令和８年１１月２日（月）午後８時まで 

●WTO 政府調達協定に基づく入札案件分（物品購入案件）については、その都度入札公告でお知らせします。 

 

申請の方法                    

和歌山県物品・役務電子調達システム（以下「電子調達システム」という）による電子申請 

 

   電子調達システムをご利用いただけるシステム環境は、「和歌山県物品・役務電子調達

システムトップページ」→「事前準備」からご確認ください。 

 

この手引きは、電子調達システムによる電子申請の方法を記載した【電子申請版】です。             

システム環境（メール受信環境を含む）が整っていない場合は、【用紙申請版】をご覧いただき、        

申請手続きを行ってください。                                      

 

電子調達システムへのアクセス方法                                      

●和歌山県 総務事務集中課のホームページから                               

「和歌山県 総務事務集中課のホームページ」→「和歌山県物品・役務電子調達システム」 

URL：https://www.ebid1-wakayama.jp/ 

 
 

 

提出・問い合わせ先等 

和歌山県会計局総務事務集中課 物品班 

所在地 〒640-8585  和歌山県和歌山市小松原通一丁目１番地 

電 話 ０７３－４４１－２２９４  ＦＡＸ ０７３－４４１－２２８８ 

 

●以下の業務種目に関することは、各担当課に直接お問い合わせください 

 庁舎管理関係：管 財 課 電話：073-441-2213  FAX：073-441-2248 

 情報処理関係：情報基盤課 電話：073-441-2404  FAX：073-423-1313 

 森林整備関係：森林整備課 電話：073-441-2980  FAX：073-432-5850 
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物品の購入、役務の提供等の契約に係る競争入札参加資格申請について    
 

この手引きは、和歌山県物品の購入、役務の提供等の契約に係る競争入札についての和歌山県

物品の購入、役務の提供等の契約に係る競争入札参加者の資格に関する要綱（令和5年和歌山県告

示第1000号。以下「参加資格要綱」という。）に定める競争入札参加資格の申請について説明する

ものです。 

令和 9 年 1 月から令和 11 年 12 月までの間において和歌山県が発注する物品の購入、役務の

提供等の契約に係る競争入札参加者に必要な資格の審査を受けようとする方（令和8年12月まで

の資格を有している方も含む）は、この手引きをよく読んで、競争入札資格審査申請を行ってくだ

さい。 

なお、故意に虚偽の事項を含む申請をしたときは、入札に参加する資格を取り消します。 

この資格を得て、競争入札参加資格者名簿に登載されると、和歌山県の各機関における物品

の購入、役務の提供等の契約に係る入札等に参加する資格を有することとなります。 

受注に際しては、業務に関する諸法令を遵守の上、適正に執行してください。 

 

1. 対象とする契約の種類 

別表１(P50～)の業務種目に係る委託契約、請負契約、賃貸借契約及び物品等の調達契約 

※ ｢物品等の調達契約｣には、自動車修理、印刷・製本、写真・図面製作、ソフトウェアの

ライセンス調達、清掃用品取り替え、不用品買受け等を含みます。 

※ ｢建設工事、建設工事に係る調査、測量及び設計並びにこれらに関連する業務｣に係るも

のは、この競争入札参加資格審査申請の対象ではありません。別に申請をお願いします。 

 

2. 申請に必要な条件 

次の条件を満たさない場合には、この申請を行うことができません。 

ˢ͍ˣ ꜛⱵ ☼“ 167 χ 4 ͍ᵺϜτϦγΜχ›ᶆ‮ ΰσΜּיʻθιΰʺ ‮ ͍‹τᵺ

βϥּיπΚμοʺ ṛτ‮ βϥ χ ΥΚϥ ›τᵺ βϥϜχτνΜοψ ά̋χᾢϤπσΜ  ̒

ˢ͎ˣ Ⱨ™ 21 1‮ ψ 2ṛχ‮ τϢϥ™ ︣ ᵫ◐χ οϬΰοΜσΜּי ψ

οϬσήϦοΜσΜּיπΚϥάρʻθιΰʺ 33 1™χ‮ ︣ ᵫ◐χὨ Ϭ Ϊʺζχ

Ὠ τἰϥ 174 1™χ‮ ὓᵊ ᴦχὨ Υᶎ ΰοΜϥ ›ψʺάχᾢϤπσΜ  ̒

ˢ͏ˣɔ  זּ 17 1‮ ψ 2ṛχ‮ τϢϥ  ︣ ᵫ◐χ οϬΰοΜσΜּי ψ

οϬσήϦοΜσΜּיπΚϥάρʻθιΰʺ 41 1χ‮  ︣ ᵫ◐χὨ Ϭ Ϊʺζχ

Ὠ τἰϥ 199 1χ‮  ὓᵊχ ᴦχὨ ΥΚϥ ›ψʺάχᾢϤπσΜ  ̒

ˢ͐ˣ ᴰ╦ᾉχỸӽ ˢӟᴞˮ ᾉ ρ˯ΜΞʻx τ ψ◦ ζχ χⱧỘ Ϭ βϥּיτΚμοψʺ

ᾉΥᴿβϥ οχ ˢᾤ ᾉ ẉό Ϭ Ψʻx ẉόάϦτ βϥט Ỳ τ Υσ

Μάρ  ̒

ˢ͑ˣ ẉό τ ΥσΜάρ  ̒

ˢ͒ˣ ᾝ∕τΣΜοʺ ╘τ╥ᴥϬṆ βϥỘ τᵺ βϥỘ ˢӟᴞˮ ╘╥ᴥṆ Ộ ˯

ρΜΞʻˣτνΜο1 ӟ χְỘὊᾓϬ ΰʺΤνʺ τΚμοψʺᾖ ρΰοʺ ╘╥ᴥṆ

Ộ Ϭ χ ρΰοΜϥάρΥʺ ṜⱧ‮ τϢϤᶎ πΦϥάρ  ̒

ˢ͓ˣ ╘╥ᴥṆ Ộ τἰϥְỘτḩΰοƊ χṛ τϢϤ σḂ῝ χ Ẩʺ ʺẨᴦʺ ᴦ

(ӟᴞƈẨ ᴦ ƉρΜΞƇ)Ϭ ΪοΜϥּי ψ σḂ῝ ϒχ Ϭ“μοΜϥּיπΚϥάρ  ̒
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ˢ͔ˣⱳχϯΤϣϾϘπχΜγϦτϜᵺ ΰσΜּיπΚϥάρ  ̒

ϯ ᴰ╦ᾉ 2 1‹τṛ βϥ ʺ 3‹τṛ βϥ Ԍ בֿ

ΰΨψ 2‹τṛ βϥ ԌπψσΜΥʺ ρḩἰϬ ΰσΥϣʺζχ χӧ

Ϭ ὂρΰο ԌτϢϥ σ“Ӯχ ♁ τḩβϥ 2 1‹τṛ βϥ

“Ӯ Ϭ“Ξּי(ӟᴞˮ ˯ρΜΞƇ)ΥὊְΰʺ ψὊְτלם τḩ ΰοΜϥּי 

ϱ ρ ϛϣϦϥ Ϭ ΰο ΥὊְΰʺ ψלם τḩ ΰοΜϥּיϬ ΰοΜϥּי 

ϳ τ βϥⱢỲ χằẚ ψ Ṩχằ Ϭ“μοΜϥּי 

ϵ ρּזᵓ τ ήϦϥϓΦḩἰϬ ΰοΜϥּי 

Ϸ ᴞ Ἰ Ɫ̋∙ʾᾖ∙ χ† Ἰ Ӧ̋ Ἰ ζχ χἸ τ θϤ ζ̋χἸ χ ︣ Υ ϯ̋

ΤϣϵϘπχΜγϦΤτᵺ βϥּיπΚϥάρϬ ϤσΥϣʺ ᵺἸ Ϭ ὫΰοΜϥּי 

ϸ ⁯ʺ ῝Ặ ʺ “ ˢἲ ˢ Ⱶ 40 45‹ˣ 197 Τϣ 197 χ

4Ϙπχ τḩβϥṛ χ Ϭ Ϊϥ 7 τṛ βϥ῝ ԌΥ βϥṐḩϬΜΞʻ

ӟᴞάϦϣϬ ΰοˮ ῝ẶṐḩ ρ˯ΜΞƇ)χ ╘ Ἰ̋ ζχ χỘ χִי“τḩΰοʺ τӸ

ΰθ Ṯπ ʺ ᾁֿבΰΨψṞ ήϦʺἲΥᶎ ΰθּי(ζχἲτ δϣϦʺζχἲχִי

“Ϭ ϩϤʺ ψζχἲχִי“Ϭ ΪϥάρΥσΨσμθּיϬ Ψ )̒ΥὊְΰʺ ψὊְτלם

τḩ ΰοΜϥּי 

Ϻ ᾉ χ῝ẶṐḩΥִי“βϥ ╘τḩΰοʺζχ Ԍτ ΰοỌ σᾠ ϬΰʺֿבΰΨψ

Ϭ ΜϥּיΥὊְΰʺ ψὊְτלם τḩ ΰοΜϥּי 

ϼ ᴰ╦ᾉχ ╘ τḩΰοʺầṥχ Ϭ ΰʺֿבΰΨψṥὓϬ Μϥσςΰοʺζχ

╘ χ Ϭ βϥּיΥὊְΰʺ ψὊְτלם τḩ ΰοΜϥּי 

Ͼ Ϻ ψϼχΜγϦΤτᵺ βϥּיρσμθ Τϣ͍ ϬὊᵃΰσΜּי 

ˢ͕ˣ ╘╥ᴥⱢᶊχ︡ ΰϬ ΪθּיΥ™ χⱢᶊ Ϭ“Ξτ θμοψʺⱳτἿΫϥ ὯϬ θ

ήσΪϦωσϣσΜ  ̒

  ϯ ╥ᴥⱢᶊ – 3 ᶆ‹ˢ 6‹ẉό 8‹Ϭ ΨʻˣτἿΫϥ ὯϬ θήσΨσμθάρ

τϢϤ︡Ϥ ήϦθ ›ψʺ︡ ΰτ♩μθⱧ Υᵔ ήϦθάρ  ̒

  ϱ ϯτᵺ βϥⱧ ӟᵰχⱧ τϢϤ︡Ϥ ήϦθ ›ψʺ︡ ΰτ♩μθ ΤϣṞ▄ΰο͏

ϬὊᵃΰοΜϥάρ  ̒

 

3. 受付期間 

令和8年10月1日（木）から令和8年11月2日（月）午後８時まで 

※ 電子調達システム（資格申請システム）の稼働時間は、午前８時３０分から午後８時まで 

（土日祝除く） 

※ ＷＴＯ政府調達協定に基づく入札案件分（物品購入案件）については、その都度入札公告で

お知らせします。 
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4. 申請方法及び提出先 

〇申請は、「電子調達システム」内の「資格申請システム」にて、 

申請事項の入力及び添付ファイル登録画面にて必要な添付書類（ファイル方式例：pdf等）

の添付を行ってください。 

〇ただし、資格申請システムに必要な添付書類（データ）を添付できない場合は、 

簡易書留等の配達記録が残る方法で郵送してください。 

（送付方法等は P41 参照）  

 

※ 申請に際して必要となる申請書類のうち、一つでも不足があれば受理できませんので、

十分に確認して提出してください。 

 

5. 審査結果の通知 

審査の結果は、電子申請時に入力いただく「各種連絡先メールアドレス」宛に送信しますの

で、間違いのないように入力してください。 

 

【通知時期】                                      

令和８年１２月下旬 

※ 通知時期を過ぎても届かない場合は、総務事務集中課までお問い合わせください。 

※ メールが届きましたら、メール本文に記載されているＵＲＬにアクセスし、審査結果通知書

をダウンロードしてください。 

※ 業者ＩＤの再通知やパスワードの再発行を希望される場合は、所要の手続きが必要になり

ますので、ご注意ください。 

※ 資格審査の結果、競争入札参加資格者名簿に登載されても、業務の種類によっては資格有効

期間中に、全く入札がないこともあります。 

また、競争入札参加資格があるからといって自動的に、あるいは直ちに県から発注がある

という制度ではありませんので、ご留意ください。 

併せて、県内業者等優先のため、県内に本店又は支店等を持たない事業者については入札

の機会が少なくなりますので申し添えます。 
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6. 資格の有効期間 

今回の申請により取得した資格の有効期間は、令和9年1月1日から令和11年12月31日まで

です。 

WTO 政府調達協定に基づく入札案件分については、別途競争入札参加資格の有効期間を

決定します。 

 

7. 資格の取消し 

競争入札参加資格者が次に掲げる事由のいずれかに該当するときは、競争入札参加資格を

取消します。その者を代理人、支配人、その他使用人又は入札代理人として使用する資格者に

ついても同様とします。 

（１）参加資格要綱第3条各号（第6号及び第8号を除く。）に掲げる条件のいずれかを満たさな

くなったとき。 

（２）資格審査において、故意に虚偽の事項を含む申請をしたとき。 

（３）当該競争入札参加資格に係るすべての業務種目を廃止したとき。 

（４）資格者が資格の抹消を申し出たとき。 

（５）経済的信用又は社会的信用を著しく欠くと認められたとき。 

 

8. 資格の停止 

「和歌山県物品の購入、役務の提供等の契約に係る入札参加資格停止要領」に定める要件に

該当することとなった場合は、競争入札参加資格を一定の期間停止します。 

また、電子調達システムで当該停止措置の概要を公開します。 

 

9. 申請事項に変更があった場合 

速やかに、「変更届」又は 「変更申請書」により、必要な添付書類を添えてその旨を届けて

ください。（P45～49参照） 

 

10. その他注意事項 

（１）競争入札参加資格者名簿に登載した内容の一部（登録者の商号、郵便番号、所在地、

代表者名、業務種目等）を電子調達システムに登載することにより公開しますので、ご理解

いただいた上で申請してください。 

（２）受付した添付書類は返却できませんので、ご了承ください。 

（３）メールの受信環境が整っていない場合は、電子申請できません。 

なお、電子申請時に入力いただく「各種連絡先メールアドレス」宛に本県から種々の

連絡（競争入札参加資格の審査結果通知、入札結果通知、物品の発注書の送付等）が届き

ますので、ご注意ください。 
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提出書類等一覧                      

 

1. すべての申請者が提出する書類 

〇 書類はすべて原本・コピーどちらでも可（押印は不要） 

〇 資格申請システムに必要な添付書類（データ）を添付できない場合は、簡易書留等の配達

記録が残る方法で郵送してください。（送付方法等はP41参照）  

 

 
※４の書類として、従前は提出いただいていた「株主資本等変動計算書」は提出不要です。 

 
  

法人 個人

競争入札参加資格審査申請書

システム各画面への入力

登記事項証明書（履歴または現在事項証明書）

発行後３ヶ月以内のもの。システム画面「添付ファイル」へ添付

納税証明書（その３）消費税及び地方消費税に未納税額がない証明

発行後３ヶ月以内のもの。システム画面「添付ファイル」へ添付

※対象税目：消費税及び地方消費税と指定

※法人は「その３の３」個人は「その３の２」でも可

※非課税業者も提出が必要

貸借対照表及び損益計算書又はそれらに相当する書類

（直前の事業年度の決算書類（１箇年分））

システム画面「添付ファイル」へ添付

※申請日時点で確定済みの決算書類のうち、直近の決算に係る書類

　を添付

※グループ企業等で連結決算を行っている場合、

　申請される法人単体の決算数値がわかる内訳資料を添付

青色申告書又は白色申告書の写し

（直前の事業年度の決算書類（１箇年分））

システム画面「添付ファイル」へ添付

※青色申告書の場合は、所得税確定申告書及び青色申告決算書、

　白色申告書の場合は、所得税確定申告書及び収支内訳書を提出

※申請日時点で確定済みの決算書類のうち、直近の決算に係る書類

　を添付

詳細

P11～

ー

P42

P42

〇

P43

〇 ー

〇 〇

〇

ー

システムへ

直接入力

5 〇

発行機関等

法務局

納税地を

管轄する

税務署

各申請者

1

2

3

4

提出書類

ー

番号

〇

必要の有無

各申請者
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2. 該当する申請者のみが提出する書類 

〇 書類はすべて原本・コピーどちらでも可（押印は不要） 

〇 資格申請システムに必要な添付書類（データ）を添付できない場合は、簡易書留等の配達

記録が残る方法で郵送してください。（送付方法等はP41参照）  

 

 
※９の「常勤雇用についての確認書類」等を提出する場合は、基礎年金番号、保険者番号及び

被保険者等記号・番号にマスキング（黒塗り）を施してから提出すること。 

※10は、 現在資格を有する方(有効期間:令和 8年 12月 31日まで)が同じ業務種目へ登録する場合

は省略可。 

 
 
  

提出が必要な方 県外の事業者で、代理人を設定する方

システム画面「代理人情報」への入力

提出が必要な方 業務種目「大分類：18物品調達 小分類：4印刷」を申請する方

システム画面「印刷設備」への入力

提出が必要な方 県から別途依頼を受けた方、WTO入札案件（物品購入）への随時申請される方

発行後３ヶ月以内のもの。システム画面「添付ファイル」へ添付

提出が必要な方 営業に関して許可､認可､届出等を必要とする業務種目 を申請する方

システム画面「希望業務種目選択」への添付

※上記が従事する職員個人の資格である場合は、以下の常勤雇用についての確認書類も提出

【社会保険加入の場合】健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し

【雇用保険加入の場合】雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し

【上記保険に加入できない場合】源泉徴収簿又は賃金台帳等の写し

提出が必要な方 業務種目「大分類：12森林整備等」の申請を希望する方

システム画面「希望業務種目選択」への添付

提出が必要な方 現に和歌山県から資格停止の措置を受けている方

システム画面「添付ファイル」へ添付

提出が必要な方 役員等（代理人を含む）の氏名に「外字」が含まれている場合

システム画面「役員情報」へ添付

Ｐ25

各申請者

各申請者

営業に関して必要な許認可等を受けていること又は必要な届出等を行っていることを証する書類　

P43

外字情報（任意様式）

申請日現在において、1年以上の営業経験があることを示す書類（契約書等）

10

12

11

入札参加資格停止等の措置の終期を示す書類
和歌山県から

の通知を添付
ー

P44

P37
システムへ

直接入力

各申請者

―

7

8

9

和歌山県の

県税事務所
P43

※証明事項：県税（個人県民税及び地方消費税を除き、地方法人特別税、特別法

人事業税を含む。）について、延滞金、加算金等も含めて、未納がないこと。

印刷業者業務調書

納税証明書　和歌山県税等に未納税額がない証明（別記第１号の１２の２様式）

番号

代理人届兼委任状

P22

発行機関

6
システムへ

直接入力

詳細提出書類
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申請データの入力について                      

１.全般的な留意事項 

（１）入力に際しては、必ずこの手引きにひととおり目を通してから行ってください。 

（２）申請データの入力事項には、添付書類の記載内容をそのまま転記する箇所があります。

このため、申請に必要な添付書類を揃えてから、申請データの入力を行ってください。 

（３）入力については画面もしくは入力要領に表示されている全角文字、半角文字等の指示に従

い、数字はすべて算用数字としてください。 

（４）各欄の入力可能文字数には制限がありますので、すべての文字が入力できない場合は、

頭文字から入力できるところまでを入力してください。 

（５）入力要領の文中に特に定めがない場合は、入力時点での状況を入力してください。 

（６）「和歌山県物品の購入、役務の提供等の契約に係る競争入札参加資格」のことを「競争

入札参加資格」といいます。 

（７）申請完了ボタン押下後は、システム上での修正ができなくなります。入力内容をよく確

認の上、申請を完了してください。 

申請完了ボタン押下後に、申請事項の誤り等に気付いた場合は、「和歌山県物品の購入、

役務の提供等の契約に係る競争入札参加資格審査申請事項変更届」（別記８号様式）に

正しい申請内容を記入し、郵送してください。その際、変更理由欄に修正の理由を記入し

てください。（送付方法はP41 の「添付書類の一部を電子データで添付できなかった場合」と同様です） 

  



11 

２.入力要領 

はじめに                                

（１）申請者は、法人にあっては代表者、個人事業主（以下「個人」という）にあっては事業主

としてください。 

※ 支店長、営業所長等による申請（支店、営業所等の単位での登録）はできません。 

 

（２）「和歌山県 総務事務集中課のホームページ」から「和歌山県物品・役務電子調達シス

テム」にアクセスし、「資格申請システム」ボタンをクリックしてください。 

≪電子調達システムＵＲＬ≫ https://www.ebid1-wakayama.jp/ 

（画面イメージ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）次の操作は、申請区分により必要な操作が異なります。 

以下をご確認いただき、該当ページへ進んでください。 

 

【申請区分の別】 

   〇新規…現在、競争入札参加資格＜有効期限：令和 8 年 12 月 31 日＞を有しておらず、

新たに資格を得たい場合 

→以下の「予備登録申請（P12）」へ進む 

 

  〇更新…現在、競争入札参加資格＜有効期限：令和 8 年 12 月 31 日＞を有している場合 

        →「資格申請システムへのログイン（Ｐ16）」へ進む 
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予備登録申請（※ 新規申請の場合はこちらから）               

 申請の区分が新規（現在、競争入札参加資格を有していない）の方は、下記①の「予備登録

を行う」ボタンを押下し、「予備登録申請」を行ってください。 

（現在、競争入札参加資格を有している方は、予備登録申請は不要です。） 

 

【予備登録の申請事項】 

（１）「予備登録申請」画面で、必要項目に入力してください。 

登録いただく会社情報は、本社（店）の情報を登録してください。 

支店、営業所名での申請はできません。 

●「商号又は名称」欄 

本社（店）名を入力してください。「（株）」、「（有）」等の略称は使用せず、「株式

会社」、「有限会社」等としてください。 

 

●「商号又は名称（フリガナ）」欄 

「カブシキガイシャ」、「ユウゲンガイシャ」等の組織区分は省略し、名称のみをカナ

で入力してください。 

 

●「代表者職名」、「代表者氏名」欄 

法人にあっては代表者の役職・氏名、個人にあっては事業主の役職・氏名を入力して

ください。姓と名の間は全角１字分のスペース（空白）で区切ってください。 

 

●「電話番号」欄 

本社（店）の電話番号を市外局番から入力してください。 

 

 

 

 

① 
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●「担当者所属」、「担当者氏名」、「担当者電話番号」欄 

実際に申請手続きを行う担当者の所属、氏名、電話番号を入力してください。 

行政書士が代行する場合は、行政書士の事務所名、氏名、電話番号の情報を入力してく

ださい。この場合、申請者の了解を得てください。(本県への委任状の提出は不要) 

 

●「各種連絡先メールアドレス」欄 

入力されたメールアドレス宛に、予備登録完了に必要なＵＲＬ（アドレス）を記載した

「確認メール」を県からお送りします。 

    

⚠ メールアドレスをお持ちでない場合は、電子申請できません。 

 

⚠ この欄に入力したメールアドレスは、新規申請の申請項目である「各種連絡先メール

アドレス」欄（本県からの競争入札参加資格の審査結果通知、入札の結果通知、物品の

発注書の送付等に利用）に自動的に反映されます。後から変更することも可能ですが、

事前に各種連絡先として対応できるメールアドレスを設定されることをお勧めします。 

 

●「ログイン用パスワード」欄 

６文字以上１２文字以内、半角英数で、任意のパスワードを入力してください。（英字

は大文字・小文字が使えます。） 

「ログイン用パスワード（確認用）」欄は、大文字、小文字、全角、半角などに注意し

て、確認のため同じパスワードを再度入力してください。 

 

（２）必要項目の入力が終わりましたら、下記②の「次へ」ボタンを押下してください。 

 

② 
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（３）「予備登録内容確認」画面が表示されます。入力内容をご確認し、下記③の「登録」

ボタンを押下してください。修正する場合は「前へ」ボタンを押下ください。 

 

 

（４）「予備登録を申請します。よろしいですか？」とのメッセージが出ます。下記④の「ＯＫ」

ボタンを押下してください。 

 

 
 

（５）「予備登録受付完了」画面が表示されます。「印刷」ボタンを押下し、本画面の内容を

保管してください。 

 

⚠ログイン用パスワードは、引き続き、資格申請システム・電子入札システムのログイン

時に使用します。忘れないように注意してください。 

 

⚠  まだ予備登録は完了していません。必ず、次の（６）の作業をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 

 

④ 
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（６）入力いただいた「各種連絡先メールアドレス」宛に県から「確認メール」が送信されます。

受信したメールに記載されているURL（アドレス）にアクセスすると、予備登録が完了し、

業者 IDを記載したメールが「各種連絡先メールアドレス」宛に送信されます。 

 

※ 予備登録受付完了後、県からの確認メールを受信するまでに時間を要する場合があり

ます。１時間経過してもメールが受信できない場合は、再度予備登録申請を行ってくだ

さい。その際、メールアドレスに誤りがないかご確認ください。なお、メールアドレス

に入力誤りがない場合は、和歌山県からのメールを受信しない設定になっている可能性

があります。「@pref.wakayama.lg.jp」のドメインのアドレスから送信されるメールを

許可する設定に変更し、再度予備登録申請を行ってください。 

※ メールの有効期間は 1 日（システム利用時間は午前 8 時 30 分～午後 8 時）です。

有効期限が切れてしまった場合は、再度予備登録申請を行ってください。 

 

  以上で、予備登録の作業は完了です。 

  続いて、次頁の「資格申請システムへのログイン」に進んでください。 
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資格申請システムへのログイン（※ 更新申請の場合はこちらから）       

（１）下記①に「業者ＩＤ」及び「ログイン用パスワード」を入力し、下記②の「ログイン」

ボタンを押下してください。 

【新規申請（現在、競争入札参加資格を有していない）の方】 

前頁の予備登録申請で発行された「業者ＩＤ」及び予備登録申請時に設定した「ログイン用

パスワード」を入力してください。 

【更新申請（現在、競争入札参加資格を有している）の方】 

 「業者ＩＤ」は、本県から通知した「和歌山県物品・役務の契約に係る競争入札参加資格

審査結果について」に記載しています。 

「ログイン用パスワード」は、以前の申請時に設定又は通知しているほか、任意で変更して

いる場合があります。 

※ 業者ＩＤ、パスワードが不明な場合は、「電子調達システム」→「よくある質問」→ 

「Q2-04 業者 ID・パスワード（ログイン用、入札・見積用）が不明な場合、どうすれば再発行

できますか？」を参照ください。 

 

 

（２）「資格申請メニュー」画面が表示されます。 

新規申請の方は、下記③の「新規申請」ボタン、 

更新申請の方は、下記④の「更新申請」ボタン を押下してください。 

 
  

①「業者 ID」「ログイン用パスワード」入力 

② 押下 

③ 

新規申請 

の場合 

④ 

更新申請 

の場合 
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誓約事項への同意                          

画面に記載の誓約事項を読み、同意する場合は、下記①の「チェックボックス」を押下し、

チェックを付けてから、下記②の「次へ」ボタンを押下してください。 

  ※ チェックを付けないと、「次へ」ボタンは押下することができません。 

 

   
  

②クリック 

①クリック 



18 

基本情報入力                           

（１）申請者（本社（店））の情報について、必要項目に入力してください。 

●「登記上の所在地（個人の場合は個人事業主の住民票上の住所）」欄 

郵便番号（半角）を入力し、下記①の「検索」ボタンを押下すると、地名まで入力されま

すので、番地等を入力してください。 

【法人の場合】法人登記に記載されている「本店」の所在地及びその郵便番号 

【個人の場合】事業主の住民票に記載されている住所地及びその郵便番号    

 

●「所在地」欄 

実際の主たる事務所の所在地を入力してください。 

※ 支店・営業所の所在地ではありません。 

【上記で入力した登記（住民票）上の所在地と同一の場合】 

下記②の「チェックボックス」を押下し、チェックを入れてください。 

 

【上記で入力した登記（住民票）上の所在地と異なる場合】 

郵便番号（半角）を入力し、下記③の「検索」ボタンを押下すると、地名まで入力されま

すので、番地等を入力してください。 

  

② 

③ 

① 
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●「個人／法人区分」、「法人番号」欄、「法人種別」欄 

「個人／法人区分」は、下記④の該当する区分を選択してください。 

 

 
 

【法人を選択した場合】 

下記⑤の「法人番号」欄には、13桁の番号を入力し、「法人種別」欄は、下記⑥の「プル

ダウン」から該当する法人種別を選択してください。 

 

   

法人番号 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第39条第１項

又は第２項の規定により法人番号の指定を受けた者について、国税庁長官から通知された

13桁の法人番号を入力してください。 

 

法人種別 

１．会社…株式会社（有限会社含む）、合名会社、合資会社及び合同会社の場合 

２．企業組合 

３．協業組合 

４．その他組合又は連合会…事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、商工組合、

商工組合連合会、商店街振興組合、商店街振興組合連合会で、

構成員たる事業者の３分の２以上が会社又は個人である中小

企業者の場合 

５．その他…上記の１～４に該当しない法人 

 

 

 

④「個人／法人」該当する方を選択 

⑤ 

法人番号 

入力 

⑥ 

法人種別 

選択 



20 

●「商号または名称」欄 

本社（店）名を入力してください。「（株）」、「（有）」等の略称は使用せず、「株式

会社」、「有限会社」等としてください。 

 

●「商号または名称（フリガナ）」欄 

「カブシキガイシャ」、「ユウゲンガイシャ」等の組織区分は省略し、名称のみをカナで

入力してください。 

 

●「代表者職名」、「代表者氏名」、「代表者氏名（フリガナ）」欄 

姓と名の間は全角１字分のスペース（空白）で区切ってください。 

【法人の場合】代表者の役職・氏名・フリガナ 

【個人の場合】事業主の役職（役職名がない場合は空欄で可）・氏名・フリガナ 

 

●「電話番号」欄 

本社（店）の電話番号を市外局番から入力してください。 

 

●「ＦＡＸ番号」欄 

本社（店）のＦＡＸ番号を市外局番から入力してください。 

 

●「各種連絡先メールアドレス」欄 

予備登録で入力したアドレスが入力されています。本県からの種々の連絡（競争入札参加

資格の審査結果通知、入札の結果通知、物品の発注書の送付等）に対応できるアドレスか

確認してください。 

 

 ⚠ 特定の担当者のアドレスを設定したこと等により、本県からの連絡を受けとれない

事態が発生しないよう注意してください。 

 

【メールアドレスを変更する場合】 

次頁⑦の「メールアドレス変更」ボタンを押下すると、「入力内容を保存してメニュー画面

へ移動します。よろしいですか？」のメッセージが出ます。次頁⑧の「ＯＫ」ボタンを押下

し、入力内容を一時保存してください。 

メールアドレス変更の画面が表示されますので、画面の標記にしたがって変更処理を行っ

てください。 

  ※ メールアドレスの変更にあたっては、一旦「新規（更新）申請」の入力を中断してい

ただくことになります。申請の入力を再開する場合は、「資格申請メニュー」の「一時

保存から続ける」ボタンを押下してください。 
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●「記載担当者の情報」 

申請内容を確認する際の連絡先として、実際に申請手続きを行う担当者の所属、氏名、電話

番号を入力してください。 

行政書士が代行する場合は、行政書士の事務所名、氏名、電話番号の情報を入力してくだ

さい。この場合、申請者の了解を得てください。(本県への委任状の提出は不要) 

 

（２）必要項目の入力が終わりましたら、下記⑨の「次へ」ボタンを押下してください。 

 
 

 

   入力を中断する際は、必ず一時保存してください。（次頁以降も操作方法は同様） 

操作をせず、一定の時間（60分）を経過しますと、タイムアウトとなり、これまで入力

していた内容が消えますので、ご注意ください。 

 

「一時保存」ボタンは、各画面右下（上記画面では、上記⑨の「次へ」ボタンの左側）にあ

り、押下すると「入力内容を保存してメニュー画面へ移動します。よろしいですか？」と

のメッセージが表示されます。 

「ＯＫ」ボタンを押下すると、入力内容が一時保存されます。 

また、入力を再開する場合は、「資格申請メニュー」の「一時保存から続ける」ボタンを

押下してください。 

 

⑨ 

⑦ 

⑧ 
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代理人情報入力                             

この項目の入力が必要な方 県外業者注1で、代理人を設定する方 

 

⚠ 県内業者注2は、代理人をおくことはできませんので、入力しないでください。 

次頁①の「次へ」ボタンを押下し、「役員情報」の画面へ遷移してください。 

 

代理人 

・選任できる代理人は1名のみ。 

・原則として、その事業者の県内又は近隣府県内の支店等の長。 

・委任する権限は、以下に記載（画面上にも記載）された「委任事項｣のすべて。 

・委任する期間は、競争入札参加資格有効期間中（有効期間内に締結した契約についての保証金

の返還請求及び受領並びに代金の請求及び受領に係る期間を含む。）。 

・入札への参加、契約の締結等を行うことができるのは、委任された代理人のみ。 

・資格有効期間中に法人の代表者又は代理人を変更する場合は､変更届をもって､この委任状も変更

することとする。 

 
「委任事項」 

１．入札及び見積について 

２．契約の締結及び履行について 

３．代金の請求及び受領について 

４．復代理人の選任について 

５．その他契約に伴う一切の権限について 

 

（１）代理人及び代理人が所管する支店等の情報について、必要項目に入力してください。 

●「所在地」 

代理人が所管する支店等の郵便番号、所在地を入力してください。郵便番号（半角）を

入力し、右横の「検索」ボタンを押下すると、地名まで入力されますので、番地等を入力し

てください。 

 

●「商号または名称」欄 

代理人が所管する支店等の名称を入力してください。「（株）」、「（有）」等の略称は

使用せず、「株式会社」、「有限会社」等とし、続けて支店名等を入力してください。 

 

●「商号または名称（フリガナ）」欄 

「カブシキガイシャ」、「ユウゲンガイシャ」等の組織区分は省略し、名称のみをカナ

で入力してください。 

 

 

 
1  ⌐ √╢ ה ╩ ⇔⌂™  
2  ⌐ √╢ ה ╩ ∆╢  
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●「代理人職名」、「代理人氏名」、「代理人氏名（フリガナ）」欄 

代理人の役職・氏名・フリガナを入力してください。 

 

●「電話番号」、「ＦＡＸ番号」欄 

代理人の所管する支店等の電話番号・ＦＡＸ番号を市外局番から入力してください。 

 

（２）必要項目の入力が終わりましたら、下記①の「次へ」ボタンを押下してください。 

 

 

 

 
 
  

① 
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役員情報入力                           

この画面に入力される内容は、和歌山県警察本部長に対し、役員等全員が和歌山県暴力団

排除条例に掲げる暴力団等に該当しないことを照会するために利用するもので、それ以外の

目的に利用又は提供することはないため、役員等の生年月日についても漏れなく入力してく

ださい。 

※ 更新申請の場合は、現在の登録情報が反映されていますので、確認してください。 

 

入力の対象となる役員等 

【法人の場合】 

法人の登記事項証明書に記載注 1 されている「役員」全員(監査役･評議員等も含む｡）を

入力してください。登記事項証明書に記載されていない｢役員に準ずる方｣がいる場合は、

その方についても入力してください。 

【個人の場合】 

個人事業者本人について入力してください。 

 

（１）役員等の情報（代理人を設定した場合は代理人も含む）について、必要項目に入力して

ください。 

●「区分」欄 

下記①の「プルダウン」から該当するものを選択してください。 

 ※ 一行目には、基本情報入力画面で入力した代表者名が転記されます。 

この画面での氏名の変更はしないでください。 

（変更は「基本情報入力」画面（P18～）で行えます） 

 

 ※ 二行目以降、役員情報が表示されていない場合は、新規申請、更新申請ともに

「区分」欄は全て「追加」を選択してください。 

 

【区分の別】 

・追加…同行に役員を追加する場合 

・変更…同行の入力内容を変更する場合（例 役員情報の変更、役員入替の場合等） 

・継続…同行の入力内容に変更がない場合（例 役員が再任された場合等） 

・削除…同行の入力内容を削除する場合 （例 役員が減員となった場合等） 

 

 

 
1 有限監査法人等の場合は、会社の「役員」に相当する方の記入で可 

①区分を選択 
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●「氏名」欄 

漢字氏名のない外国人役員等については、「氏名（漢字）」欄及び「氏名（フリガナ）」

欄ともに、カナで入力してください。 

 

  ⚠ 氏名欄を空欄にしますと、エラーが出ます。 

 

●「外字情報」欄 

役員等の氏名の漢字に「外字」が含まれている場合は下記②の「外字あり」のチェック

ボックスを押下してチェックを入れ、下記③の「参照」ボタンを押下して使用する外字を

記した任意の電子データ（例 PDFファイル）を添付してください。   

※ 法人の場合で、登記事項証明書で外字を確認できる場合は、下記②の「外字あり」に

チェックを入れ、下記③の「登記簿に記載」にチェックを入れてください。（添付ファイル

の登録は不要） 

  

 

 

⚠ 電子データを添付することが難しい場合は、「外字情報」欄の下記④の「外字情報を

郵送」のチェックボックスを押下し、チェックを入れ、使用する外字を記した書面（P39

送付票出力でダウンロードできる外字届）を別途送付してください。 

（送付方法はP39 の「添付書類の一部を電子データで添付できなかった場合」と同様です） 

 

 

●「生年月日」欄 

半角で入力してください。 

 

⚠ 全角で数字や「／」を入力しますと、生年月日が反映されません。 

 

●「性別」欄 

入力は任意（空欄でも可）ですが、必要に応じて男女の別を尋ねる場合があります。 

 

 

④ 

② 

 

③ 
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●「代理人情報」欄 

代理人情報入力画面で入力した代理人名が転記されますので、生年月日等を入力してくだ

さい。 

  代理人が上記に記載した役員を兼ねている場合は、下記⑤の「代理人を兼任している」の

チェックボックスを押下し、チェックを入れてください。この場合は、本欄への入力は不要

です。 

 

 

（２）必要項目の入力が終わりましたら、下記⑥の「次へ」ボタンを押下してください。 

 

 

 

 

  

⑤ 

⑥ 
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希望業務種目選択                          
 

新規申請の場合 ※更新申請の場合は、P33をご参照ください。 

１年以上前の契約実績がなければ、その業務種目（小分類単位）について登録できない

ことに留意し、新たに希望する業務種目（小分類単位）ごとに、以下のとおり必要事項を

入力してください。 

※ 現在資格を有していない業務種目を希望する場合も同様です。 

 

（１）県との取引を希望する業務種目（小分類単位）を選択してください。 

  別表１（Ｐ50）を確認し、希望する業務種目（大分類）の右端の下記①「▽」ボタンを

押下します。 

 

業務種目が小分類単位で表示されますので、希望する業務種目（小分類）の左端の

下記②「希望」欄のチェックボックスを押下し、チェックを入れます。 

 

 

 

 

 

① 

 

② 

クリック 
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⚠ 「どの業種に当てはまるか分からない」等のご質問について 

業務種目の選択は、登録後の入札参加についての重要な申請事項となります。 

  役務の提供等に係る契約については、「電子調達システムトップページ」→「入札結果」

に過去に実施した入札結果が掲載されていますので、類似案件を参照のうえ、申請する

業務種目を決定してください。  

和歌山県物品・役務電子調達システム（URL：https://www.ebid1-wakayama.jp/） 

     

（２）「１年以上前の契約実績関係」欄を入力してください。 

（１）で希望欄にチェックを入れると、「１年以上前の契約実績関係」の各入力欄が表示

されます。必ず入力してください。 

 
 

全般的な留意事項 

・入力する契約実績は、希望業務種目（小分類）に係る業務について、物品の調達及び

役務の提供等を行った契約で、申請日より１年以上前に受注した契約のうち、主なものと

すること。 

・契約実績とは、他者と物品等の調達契約、委託契約、請負契約及び賃貸借契約を締結

した上で、自ら物品の販売や業務を行った実績を指すので留意すること。 

（契約実績ではない例：社内での実績、他社へ下請けに出したもの等） 

 

●「相手方」欄 

・和歌山県との契約： 担当課室等の名称を入力してください。（例：｢和歌山県(管財課)｣） 

・その他の官公庁、民間企業等との契約： その官公庁、民間企業等の名称を入力してください。 

・個人との契約： 「個人」と入力してください。（個人名の入力は不要） 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.ebid1-wakayama.jp/
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●「年月日」欄 

契約を締結した年月日を入力してください。 

下記①のボタンを押下すると、カレンダーが表示されます。下記②のボタンを利用し、該当する

年月日を選択してください。 

 

 
 

●「内容」欄 

希望業務種目(小分類)の業務であることがわかるように契約業務の具体的な内容を入力してく

ださい。 

  

●「金額」欄 

・当該契約に係る最終変更後の金額（円単位）を入力してください。 

・単価契約の場合は、単価を入力してください。 

  

※ 申請後、当画面に記載した実績の契約書類、請求書、領収書、納品書等（業務が正当に

履行されたことが客観的に分かるもの）の提出を求める場合があるため、資格の有効期間

中はそれらの書類を保管しておくこと。 

確認できない場合、競争入札参加資格を取り消す場合があるので注意すること。 

 

 

 

① 

② 
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（３）「許可、登録、資格等」を入力してください。 

（１）で希望欄にチェックを入れると、希望した業務種目の「許可、登録、資格等」の各

入力欄が表示されます。 

 

⚠ 本欄は、業務種目によって表示されない場合もあります。 

 表示される場合は、入力が必要な業務種目です。 

 業務に必要な許可・登録等は、別表１（Ｐ50～）をご確認ください。 

 

 
 

●「資格名称等」欄 

上記③の「プルダウン」から、申請者が所持する許可・登録等（業務種目が「12森林整備

等」の場合は契約実績等を含む）を選択してください。 

 なお、許可・登録等の名称の前に表示されている下記の条件に従って添付してください。 

※ 業務に必要な許可・登録等の詳細は、別表１（Ｐ50～）をご確認ください。 

 

【条 件】 

  ・必須      … 必ず添付が必要 

  ・１つ選択    …「１つ選択」と表示の許可・登録等のうち、いずれかの添付が必要 

  ・新規・追加時必須…新規申請及び新たに業務種目を追加する場合に必要 

・原則不要     …表示の選択肢に営業に関して必要な許可・登録等がない場合に選択 

 

●「資格証明書等」欄 

 上記④の「参照」ボタンを押下し、「資格名称等」で選択した許可・登録等の証明書の

電子データ（例 PDFファイル）を添付してください。 

 

⚠ 電子データを添付することが難しい場合は、上記⑤の「紙で送付」のチェックボックス

を押下し、チェックを入れ、別途送付してください。 

※送付方法等の詳細は、P41参照 

 

 

③ ④ 

⑤ 
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●「常勤職員」欄 

提出する許可・登録等が業務に従事する職員個人の資格に係るものの場合は、その有資格者

が当該事業者に所属する常勤の職員であることが必要です。 

その場合は、「常勤職員」欄及び「常勤証明書」欄が表示されます。下記⑥の「常勤職員」

欄はその有資格者について、該当する方を選択してください。 

 
 

●「常勤証明書」欄 

上記⑦の「参照」ボタンを押下し、常勤を証明する以下の書類の電子データ（例 PDF

ファイル）を添付してください。（※有資格者が代表者本人の場合は添付不要） 

 

【常勤雇用されていることが確認できる書類】 

１.社会保険に加入している場合 …健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し 

２.雇用保険に加入している場合 …雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し 

３.上記の保険に加入できない場合…源泉徴収簿又は賃金台帳等の写し 

     

 ※１～３の写しを提出する場合のマスキング処理について 

   令和 2 年 10 月 1 日から施行された告知要求制限規定により、上記通知書等の写しを提出す

る際には基礎年金番号、保険者番号及び被保険者等記号・番号にマスキング（黒塗り）を施し

てから添付（もしくは送付）してください。 

 

⚠ 電子データを添付することが難しい場合は、前頁⑤の「紙で送付」のチェックボックス

を押下し、チェックを入れ、別途送付してください。 

   （上記の資格証明書等も別途送付する場合は、再度のチェックは不要） 

※送付方法等の詳細は、P41参照 

 

 

⚠ 入力する資格が複数ある場合で、入力欄が不足する場合は、下記⑧の「資格行追加」

ボタンを押下してください。 

 

  ※ なお、「許可、登録、資格等」入力欄が表示されない業務種目で、必要な資格等が

   ある場合は、「添付ファイル」画面（Ｐ38）に添付してください。 

 

⑧ 

⑥ ⑦ 
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（４）「主業務選択」を入力してください。 

すべての希望する業務種目（小分類単位）について、上記入力が終わりましたら、希望し

た業務種目のうち、主として営業している業務種目の大分類名(従業員配分、営業規模等から

最も優先順位が高いもの)を下記⑨の「プルダウン」から一つ選択してください。 

ただし、大分類「1建築物の保守管理」～「17保険」を一つでも選択した場合は、その中

から選択することとし、「18物品調達」については、当該種目のみを希望する場合に選択し

てください。 

 

（５）必要項目の入力が終わりましたら、下記⑩の「次へ」ボタンを押下してください。 

 

 
 

 

  

⑨ 

⑩ 
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更新申請の場合 ※新規申請の場合は、P27をご参照ください。 

現在、資格を有している業務種目（小分類単位）を引き続き希望される場合は、その業務

種目（小分類単位）ごとに、以下のとおり必要事項を入力してください。 

 

（１）県との取引を希望する業務種目（小分類単位）を確認してください。 

現在資格を有している業務種目（小分類単位）を引き続き希望する場合は、その業務種目

の「希望」欄にチェックが入っているかを確認してください。 

※新たに業務種目を追加する場合、その業務種目（小分類単位）の入力方法は、 

新規申請の場合（P27）をご参照ください。 

 

（２）「１年以上前の契約実績関係」欄を確認してください。 

 現在資格を有している業務種目（小分類単位）を引き続き希望する場合は、その業務種目

の契約実績の入力は不要です。 

※ 画面上は、現在の登録内容が表示されますので、変更しないでください。 

※ ただし、疑義が生じた場合には、その業務種目について１年以上前の契約実績があること

を示す契約書類、請求書、領収書、納品書等（業務が正当に履行されたことが客観的に

分かるもの）の提出を求めることがあるため、資格の有効期間中はそれらの書類を保管して

おくこと。 

確認できない場合、競争入札参加資格を取り消す場合があるので注意すること。 

 

（３）「許可、登録、資格等」を入力してください。 

   現在資格を有している業務種目（小分類単位）を引き続き希望される場合であっても、

別表１（P50~）に記載の「業務に必要な許可・登録等」が必要となっているため、ご留意

ください。 

入力方法は、新規申請の場合の、「（３）「許可、登録、資格等」を入力してください。」

（Ｐ30）のとおりです。 

 

（４）「主業務選択」を入力してください。 

入力方法は、新規申請の場合の、「（４）「主業務選択」を入力してください。」（Ｐ32）

のとおりです。 

 

（５）必要項目の入力が終わりましたら、前頁⑩の「次へ」ボタンを押下してください。 
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営業概要入力                           

（１）事業者が営む業務(希望業務種目以外の業務も含む｡)全体の概要について、審査基準日注１

の状況を入力してください。 

●「営業区分」欄 

下記①の「プルダウン」から、申請者の主たる事業の種類に該当する区分を一つ選択してく

ださい。 

 

【営業区分】 

※ 営業区分は、中小企業庁発行の「官公需契約の手引き」に基づくもの。 
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─  
.  

₈ ₉─ ─ 50⅛╠55╕

≢╩™℮⁹ 

.  

₈ ₉─ ─ 56⅛╠61

┘ ─ 76 ┘77 ∟ ה╡

☻ⱦכ◘ ╩™℮⁹ 

─  .♁ⱨ♩►▼

▪ │

כ◘

ⱦ☻  

₈ ₉─ ─

39 ☻ⱦכ◘ ╩™℮⁹ 

.  
₈ ₉─ ⁸ כ◘

ⱦ☻ ─ 75 ╩™℮⁹ 

☻ⱦכ◘.  

₈ ₉─ ─

38 ┘ 411 ה

⁸412 ⁸415 ┘

 

 ─ ─ ∆╢ ─4 1 ╩™℮⁹ 

① 
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416 ☻ⱦכ◘ה ה ⌐ ∆╢

☻ⱦכ◘ ⁸ ⁸ ─

693 ┘ 70 ⁸

⁸ ה ☻ⱦכ◘ ⁸

☻ⱦכ◘ ⁸ ⁹√∞⇔⁸

791 ╩ ↄ⁸ ⁸

⁸ ⁸ ⁸ כ◘

ⱦ☻ ⁸ ☻ⱦכ◘ ⌐ ↕╣⌂

™╙─ ╩™℮⁹ 

.∕─  

₈a ◗ⱶ ₉₈b ∕─ ₉₈c ₉₈d

₉₈e ♁ⱨ♩►▼▪ │ ☻ⱦכ◘ ₉

₈f ₉₈g ☻ⱦכ◘ ₉╩ ╕⌂™ ≡─

╩™℮⁹ 

─ ↑ .  ╩ ℮ ↑ ⁹ 

10.∕─  ₈i . ₉ ─ ╩ ℮ ↑ ⁹ 

 

●「営業年数」 

下記②のマークのボタンを押下すると、下記③が表示されますので、該当する年月を選択

してください。 

・創業            …創業年月(営業開始年月)を入力。 

・休業期間        …営業休止の期間又は転（廃）業の期間を入力。 

・現組織への変更  …直近の経営形態の変更（合併等を含む｡）があった年月を入力。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 

③ 
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●「従業員数」欄 

本社（店）・支社（店）等あわせた常時雇用している従業員数を半角で入力してください。

会社役員及び個人事業主は含めないでください。 

 

●「資本金」欄 

「千円」単位（千円未満切捨）で、半角で入力してください。 

・株式会社又は合同会社の場合 …登記事項証明書に記載されている「資本金」を入力。 

・合名会社又は合資会社の場合 …「社員の出資の総額」を入力。 

・上記以外の場合（個人を含む）…「０」と入力。 

 

●「みなし大企業」欄 

下記④の「プルダウン」から、該当する項目を選択してください。 

 

 みなし大企業 

次のいずれかに該当する場合は、「みなし大企業」に該当します。 

・発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業 

・発行済株式の総数又は出資金額の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業 

・大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業 

 

 
 

 

 

（２）必要項目の入力が終わりましたら、上記⑤の「次へ」ボタンを押下してください。 

  

④ 

⑤ 



37 

印刷設備入力                             

この画面の入力が必要な方 業務種目「大分類：18物品調達 小分類：4印刷」を申請する方 

※ 「大分類：１８物品調達 小分類：４印刷」については、印刷設備を保有（リースを含む）し、

印刷部門を自社で行っていることが登録要件であるため、入力が必要です。 

 

（１）印刷設備の保有状況（リースを含む）について、必要項目に入力してください。 

●「最大サイズ」欄・「色数」欄 

それぞれ下記①、②の「プルダウン」から選択してください。 

 

 

 

（２）必要項目の入力が終わりましたら、上記③の「次へ」ボタンを押下してください。 

 

 

  

③ 

① ② 
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添付ファイル                              

（１）申請に必要な添付書類（「希望業務種目選択画面」に添付の書類を除く）をすべて添付

してください。 

※ 申請に必要な添付書類一覧については、Ｐ8～9を参照ください。 

 

●ファイル種類 

下記①の「プルダウン」から添付する書類の名称を選択してください。添付しようとする

書類の名称がない場合は、「その他」を選択してください。 

（添付書類名が初期表示されている場合は、この作業を省略してください。） 

 

⚠ 初期表示されているものは、提出が必須です。 

 

 
 

 

●添付ファイル 

同じ行の下記②の「参照」ボタンを押下し、ファイル種類（上記）で選択した添付書類の

電子データ（例PDF）を添付します。 

 

 
 
 

⚠ 必要な添付書類を本画面に添付できない場合は、 

下記「紙で別送付」のチェックボックスを押下し、チェックを入れてください。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

① 

② 
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※行が足りない場合は、下記③の「添付ファイルを追加」ボタンを押下してください。 

 

 

 
 
 
 

（２）必要な書類の添付がすべて終わりましたら、上記④の「次へ」ボタンを押下してください。 

 
 
 
  

③ 

④ 
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提出内容確認                              

（１）これまで入力した内容に誤りがないか、確認してください。 

 

【誤りがある場合】 

修正したい入力画面名の右端にある下記①の「修正」ボタンを押下してください。修正

したい入力画面まで戻りますので、該当箇所を修正し、再度「提出内容確認画面」まで各画面

の「次へ」ボタンを押下し、内容に誤りがないか確認してください。 

 
 

 
 
 
 

（２）入力内容に誤りがなければ、上記②の「申請完了」ボタンを押下してください。 

 
  

① 

② 
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申請完了                                

【添付書類をすべて電子データで添付した場合】 

後日、申請内容について問い合わせを行う場合がありますので、申請確認書を出力し、保管くだ

さい。 

 

【添付書類の一部を電子データで添付できなかった場合】 

下記①の「送付票の出力」ボタンを押下し、印刷した送付票（郵送必須ページのみ）を添えて、

必要な添付書類（外字情報、資格証明書、常勤証明書等含む）を下記（画面にも記載）の【送付先】

まで簡易書留等配達記録が残る方法で郵送してください。 

送付票以外の申請確認書は、後日、申請内容について問い合わせを行う場合がありますので、お

手元に保管ください。 

 

※ 担当課及び各振興局等への持参による受付及び対面審査は行いません。 

※ 申請に必要な添付書類のうち、一つでも不足があれば受付できませんので、十分に確認して

提出してください。 

 

 

 

 

【送 付 先】 〒６４０－８５８５ 

和歌山県和歌山市小松原通一丁目１番地 

和歌山県 総務事務集中課 物品班 あて  

 

【送付書類】 〇資格申請システム（上記画面）から出力される送付票 １部 

〇提出が必要な添付書類               各１部  

       ※書類はクリップで留めるなど、ばらばらにならないようにして送付してください。 

         （ファイル綴じは不要） 

【そ の 他】 添付書類受付後、受付票の発行及び返送は行いません。 

        ※必要な場合は、返信用封筒及び任意様式（受付票）を同封してください。 

                  受取確認は、郵便の追跡サービスをご利用いただき、お電話での確認はご容赦ください。 

          

 

  

① 
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申請添付書類について                    
 

１.全般的な留意事項 

（１）すべての申請添付書類（「添付書類」という）について、原本又は写しのどちらでも可

とします。 

（２）官公署の証明書類（登記事項証明書、納税証明書）については、申請の日を基準として、

発行後３か月以内のものに限ります。 

（３）知事が特に認める場合(※)には、添付書類の一部についての提出を免除することがあり

ます。 

※ ｢知事が特に認める場合｣とは、国外の事業者が資格審査を申請しようとする場合において、

添付すべき書類の取得が困難なときに適用するものです。ただし、本国においてその添付書類に

代わるものが取得できる場合はそれを添付してください。 
 

２.添付書類の詳細 

必要な申請書類一覧は、Ｐ8～9をご覧ください。 

一覧の添付書類のうち、下記の書類（番号に対応しています）について補足します。 

 

３ 納税証明書（その３）消費税及び地方消費税に未納税額がない証明              

課税業者、非課税業者にかかわらず、税務署において発行している以下の書類を提出する

こと。 

    

【法人の場合】納税証明書その３（税目を「消費税及び地方消費税と指定」） 

       ※納税証明書その３の３でも可  

【個人の場合】納税証明書その３（税目を「消費税及び地方消費税と指定」） 

       ※納税証明書その３の２でも可  

 

  ※参考 発行の手続きについては、以下をご覧ください。 

国税庁：納税証明書の交付請求手続 

https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nozei-shomei/01.htm 

 

４ 貸借対照表及び損益計算書又はそれらに相当する書類              

  （直前の事業年度の決算書類（１箇年分））                   

この書類の提出が必要な方 法人 

（１）申請日時点で確定済みの決算書類のうち、直近の決算に係る貸借対照表及び損益計算書

又はそれらに相当する書類の写しを提出すること。 

(独自に作成した印刷物等の場合は、該当ページのみ提出すること。) 

（２）グループ企業等で連結決算を行っている場合、申請される法人単体の決算数値がわかる

内訳資料を添付すること。 

https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/nozei-shomei/01.htm
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５ 青色申告書又は白色申告書の写し（直前の事業年の決算書類（１箇年分）） 

この書類の提出が必要な方 個人事業主 

（１）申請日時点で確定済みの決算書類のうち、直近の決算に係る所得税の申告書の写しを

提出すること。 

（２）所得税確定申告書に加えて、青色申告書の場合は青色申告決算書、白色申告書の場合は

収支内訳書を提出すること。 

 

８ 納税証明書 和歌山県税等に未納税額がない証明（別記第１号の１２の２様式）     

この書類の提出が必要な方 県から別途依頼を受けた方、ＷＴＯ入札案件への随時申請される方 

（１）和歌山県が課する県税等に未納がないことの確認については、和歌山県の税務担当部署   

に対し照会を行うため、原則、申請時の添付は不要とするが、以下の場合は、提出すること。

なお、未納がないことを確認する基準日は、その申請受付の開始日とする。 

  

【提出が必要】 

 ・和歌山県が個別に提出を求めた場合（照会時点で未納があった場合や承継に伴う申請の

場合等） 

・ＷＴＯ政府調達協定に基づく入札案件分（物品購入案件）の申請の場合 

 

９ 営業に関して必要な許認可等を受けていること又は             

  必要な届出等を行っていることを証する書類                                

この書類の提出が必要な方 営業に関して許可､認可､届出等を必要とする業務種目を申請する方 

（１）営業に関して許可､認可､届出等を必要とする業務種目についてのみ提出すること。 

※ 効力が失効しているものは無効。 

※ 別表１(P50～)の「業務に必要な許可・登録等」欄に掲げた項目については、添付漏れ

がないよう特に注意し、業務種目(小分類)ごとに整理して提出すること。 

（２）提出する許可等が業務に従事する職員個人の資格に係るものについては、その有資格者

が当該事業者に所属する常勤の職員であることが必要であるため、以下の書類を併せて提

出すること。（※有資格者が代表者本人の場合は添付不要） 

 

【常勤雇用されていることが確認できる書類】 

①社会保険に加入している場合 …健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し 

②雇用保険に加入している場合 …雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し 

  ③上記の保険に加入できない場合…源泉徴収簿又は賃金台帳等の写し 

    ※ ①～③の写しを提出する場合のマスキング処理について 

      令和 2 年 10 月 1 日から施行された告知要求制限規定により、上記通知書等の写しを

提出する際には基礎年金番号、保険者番号及び被保険者等記号・番号にマスキング（黒

塗り）を施してから提出してください。 
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１０ 申請日現在において、1年以上の営業経験があることを示す書類   

この書類の提出が必要な方 業務種目「大分類：12森林整備等」の申請を希望する方 

（１）「営業経験があることを示す書類」とは「希望業務種目選択」画面に入力した契約実績

に関する契約書・請求書・領収書(控え)等やそれらに関する帳簿(受注台帳、総勘定元帳等)

などが該当する。 
 

・提出する書類は、契約の名称や仕様書などの内容から、希望業務種目(小分類)に関する業務

であることが分かるものを添付すること。 

・希望業務種目(小分類)ごとに、営業経験を示す書類が一組必要。 

・｢１年以上の営業経験｣を示すため、申請日から遡って1年以上前の日付が記載された書類を添付

すること。  

【現在、業務種目「１２：森林整備等」で資格を有している場合】 

現に「競争入札参加資格＜有効期限：令和８年１２月３１日まで＞」で登録している業務

種目（小分類）と同じ業務種目（小分類）を申請する場合は、この営業経験を示す書類の

添付を省略することができます。 

 
現在、登録していない新たな業務種目に登録を希望する場合は、その業務種目については

営業経験を示す書類の添付が必要ですので、ご注意ください。 
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登録内容の変更等について                     

１.届出事項に変更があった場合 

変更届の提出が必要な場合                           

資格発効後（令和9年１月１日以降）、下記の事項に該当する変更があった場合は、電子調達

システムの変更届に変更事項を証明する書類を添えて、直ちにその旨を届け出てください。 

ただし、資格審査申請書提出後から令和 8 年 12 月 31 日までは、「物品の購入、役務の提供等

の契約に係る競争入札参加資格審査事項変更届」(別記第８号様式)に変更事項を証明する書類

を添え、用紙による届け出としてください。 

変更事項を証明する書類は、資格審査申請書類に準じることとします。 

ア  事業者の商号又は名称を変更したとき。 

イ  法人の代表者に変更(役職名のみの変更を含む。)及び個人の氏名に変更があったとき。 

ウ 法人の役員に変更があったとき。 

エ  事業者の本社（店）の所在地(電話番号及びＦＡＸ番号を含む｡)を変更したとき。 

オ  代理人に関する事項(代理人の職氏名並びに代理人が所管する支店等の名称及び所在地 

(電話番号及びＦＡＸ番号を含む｡))に変更があったとき。 

カ  業務に必要な許可、登録、資格等の保有状況に変更があったとき。 

キ  営業の休止又は廃止をしようとするとき。 

ク 所定の民事再生、会社更生又は会社整理の事態に該当するに至ったとき。 

ケ 成年後見制度の対象となったとき。 
 

主な変更事項 添付書類等 

商号又は名称、所在地 登記事項証明書（写し可。発行後３か月以内） 

代表者、役員 
登記事項証明書（写し可。発行後３か月以内） 

※用紙での届出には、役員等に関する調書（別記第４号様式）も必要 

代理人 

なし  

※用紙での届出には、役員等に関する調書（別記第４号様式）も必要 

（新たに設定する場合は代理人届（別記第３号様式）も必要） 

代理人所在地 なし 

TEL・FAX 番号（本社・代理人） なし 

変更届の提出中に入札参加を行う場合は、入札執行機関に対し、変更したことが分かる書類

を提出してください。 

（１）電子申請の場合：変更届入力内容確認書（システムから取得可能） 

（２）用紙申請の場合：別記第８号様式「物品の購入、役務の提供等の契約に係る競争入札参加

資格審査事項変更届」 

※ 電子・用紙を問わず、添付書類が揃わないなどの理由で変更届の提出ができない場合は、別記

第 8 号様式に必要事項を記入し、入札執行機関に提出してください。 
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物品の購入、役務の提供等の契約に係る競争入札参加資格審査事項変更届      

（別記第８号様式）                                                       

この書類の提出が必要な方 

資格審査申請書提出後から令和8年12月31日までに届出事項に変更があった方 

 

●「２入札参加資格者【本社（店）】」欄 

申請日時点における、本社（店）の所在地、商号又は名称、代表者職氏名を記入してください。 

◇「記載担当者・担当者電話番号」欄 

申請内容を確認する際の連絡先として、実際に申請手続きを行う担当者の所属、氏名、

電話番号を記入してください。 

行政書士が代行する場合は、行政書士の事務所名、氏名、電話番号の情報を記入して

ください。この場合、申請者の了解を得てください。(本県への委任状の提出は不要) 

 

●「３変更事項」欄 

◇「変更項目」欄 

「商号又は名称」「代表者」等、変更する項目をすべて記入してください。 

 

◇「変更前」欄 

現在、競争入札参加資格者名簿に登録されている内容を記入してください。 

変更のない事項については記入の必要はありません。 

 

◇「変更後」欄 

変更後の内容を記入してください。 

変更のない事項については記入の必要はありません。 

役員等に関する調書（別記第４号様式）を提出する場合は、現在の役員すべてと代理人に

ついて記入してください。 
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届出事項の変更に係るシステムの入力要領                   

この入力が必要な方資格発効後（令和9年１月１日以降）に届出事項に変更があった方 

 

資格申請システムへのログイン                          

（１）下記①に「業者ＩＤ」及び「ログイン用パスワード」を入力し、下記②の「ログイン」

ボタンを押下してください。 

※ 業者ＩＤ、パスワードが不明な場合は、「電子調達システム」→「よくある質問」→

「Q2-04 業者 ID・パスワード（ログイン用、入札・見積用）が不明な場合、どうすれば再発行

できますか？」を参照ください。 

 

 

（２）「資格申請メニュー」画面が表示されます。 

下記③の「変更申請」ボタンを押下してください。 

 

 

（３）「変更申請種別選択」画面より、下記④の「変更届」ボタンを押下してください。 

 

 

 

 

①「業者 ID」「ログイン用パスワード」入力 

②押下 

③押下 

④押下 
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基本情報・代理人情報等・役員情報・印刷設備 の入力              

各画面で、変更のある箇所に変更後の内容を入力してください。 

変更のない箇所は、そのままにしておいてください。次の画面を進む際は画面右下の「次へ」

ボタンを押下してください。 

各画面についての入力方法は、「申請データの入力について」（Ｐ10～）を参照してください。 

 

◇基本情報画面の「記載担当者の情報」欄 

申請内容を確認する際の連絡先として、実際に申請手続きを行う担当者の所属、氏名、

電話番号を入力してください。 

行政書士が代行する場合は、行政書士の事務所名、氏名、電話番号の情報を入力してくだ

さい。この場合、申請者の了解を得てください。(本県への委任状の提出は不要)  

 

添付ファイル登録                                    

この画面の入力が必要な方商号又は名称、所在地、代表者、役員に変更があった方 

「登記事項証明書」を添付してください。 

「登記事項証明書」以外のデータは差し替える必要はありません。「国税納税証明書」「貸借

対照表及び損益計算書」等のファイルは削除せず、すでに添付されているファイルのまま提出して

ください。 

 

提出内容確認～申請完了                               

 変更届の内容に誤りがないか確認し、誤りがない場合は、「申請完了」ボタンを押下し、

申請を完了させてください。 
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２.申請事項を変更したい場合 

競争入札参加資格の承継をしたい場合                             

資格審査申請書提出後又は資格発効後、競争入札参加資格を承継したい場合で、以下の要件を

満たす場合は、必ず用紙申請の方法により、「物品の購入、役務の提供等の契約に係る競争入

札参加資格審査事項変更申請書」（別記第９号様式）に当該承継の事実を証する書類その他の

審査に必要な書類を添えて申請してください。  

なお、資格承継の手続きが終わるまで、入札参加はできませんのでご注意ください。 

 

※ 電子申請はできません。 

用紙の申請書の記入要領については、【用紙申請版】の手引きをご参照ください。 

 

【資格承継に必要な要件】 

○ 入札参加資格者から業務を承継し、その業務と同一性を失わない業務を引き続き行おうと

する者が、次の各号のいずれかに該当する者であるときは、その承継する業務に対応する競

争入札参加資格を承継することができます。 

       
 

ア 個人事業主が死亡した場合におけるその相続人 

イ 個人事業主が老齢、疾病等により営業に従事することができなくなった場合におけるそ

の二親等内の血族、配偶者又は生計を一にする同居の親族 

ウ 個人事業主がその事業に関し法人を設立した場合におけるその法人  

エ 法人が合併した場合における合併後存続する法人又は合併により設立される法人 

オ その他知事がこれらに類すると認める者 
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業務種目及び担当課一覧表（別表１）               

※別途エクセル 

 


